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様式

（１）協議会様式

（２）申請様式

（３）添付書類様式

（４）参考様式・参考例
　　　　有償運送運行管理及び整備管理規定
　　　　法人の運行及び整備規程
　　　　タクシー運行管理規定

　

担当課が行わなければならない事項

（１）相談・受付・指導

（２）地域公共交通会議　　　

（３）登録後
申請内容一覧チェック表

　申請内容審査表

１．交通空白地有償運送とは

　道路運送法（昭和26年法律第183条。以下「法」という。）第78条第１号に定める自家用有償旅客運送のうち、道路運送法施行規則（昭和26年運輸省令第75号。以下「規則」という。）第49条第１項第２号に定める交通空白地有償運送は、バス、タクシー等の公共交通機関に
よっては地域住民又は観光旅客を含む来訪者に対する十分な輸送サービスが確保できないと認められる場合において、市町村又は特定非営利活動法人等が、地域住民又は観光旅客その他の当該地域を来訪する者の移動に必要な旅客輸送を確保するため、地域公共交通会議等において調った協議内容に基づき実費の範囲内であり、営利とは認められない範囲の対価によって自家用自動車を使用して運送を行うものをいうものとする。
（バス・タクシー事業者が運行管理や車両整備管理に協力する「事業者協力型自家用有償旅客運送」や、実際の運行を事業者に委託することもできる）
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２．交通空白地有償運送の申請・登録の流れ・担当窓口
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相当窓口




●交通会議での各役割と責任

	責任内容
	担当課

	交通会議
	運営について
	交通政策課

	交通空白地有償運送
	制度について
	　　交通政策課

	
	個別案件の内容について
	区役所等交通空白地
有償運送担当


●連絡・問い合わせ先

	
	住所
	電話
	ＦＡＸ

	東行政センター
地域振興G
	〒435-8686

中央区流通元町20-3
	053-424-0115
	053-424-0131

	南行政センター

総務・企画G
	〒430-0898

中央区江之島町600-1
	053-425-1120
	050-3385-8948

	西行政センター

文化スポーツG
	〒431-0193

中央区雄踏町一丁目31-1
	053-597-1117
	050-3385-8178

	北行政センター
産業環境G
	〒431-1395

浜名区細江町気賀305
	053-523-1114
	050-3537-9144

	浜名区役所

まちづくり推進課
	〒434－8550

浜名区貴布祢3000
	053-585-1151
	053-587-3127

	天竜区役所

まちづくり推進課
	〒431-3392

天竜区二俣町二俣481
	053-922-0027
	053-922-0093

	市役所

交通政策課
	〒430-8652

中央区元城町103-2 
	053-457-2441
	050-3730-5234


３．運送の条件について

（１）運行主体（法第78条第２号、法第79条の４第１項第１号～第４号、規則第48条）
１）運行主体

・特定非営利活動法人（特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第２条第２項）

・一般社団法人又は一般財団法人
・（地方自治法に規定する）認可地縁団体

・農業協同組合

・消費生活協同組合

・医療法人

・社会福祉法人

・商工会議所

・商工会

・営利を目的としない法人格を有しない社団
・浜松市

【関連書類】○：交通会議及び登録の申請に必要な書類　△：交通会議において必要な書類
　　○ 法人等の定款 … 事業を行うことが記載されていること

（財団法人にあっては寄付行為）

　　○ 登記事項証明書

　　○ 役員名簿

　　△ 施設の概要（地図、図面、パンフレット等）
　２）法令の遵守

　
　 申請者が、以下の法第79条の４第1項第１号～第４号の欠格事由に該当しないこと。
①一年以上の懲役又は禁錮の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から二年を経過していない者
②国土交通大臣より登録の取り消しを受け、取り消しの日から二年を経過していない者
③運送業務に関し、成年者と同一の行為能力を有しない未成年者又は成年被後見人である場合において、その法定代理人が前①、②、④のいずれかに該当する者
④法人である場合において、その法人の役員が前①、②、③のいずれかに該当する者

【関連書類】

　　○ 宣誓書〈様式第３号〉 法人等の代表者が役員を含めて宣誓することができる

３）事業者協力型　自家用有償旅客運送について


・道路運送法の改正により、令和
２年11月から、運行管理や車
両の整備管理について一般旅客
自動車運送事業者（バス・タク
シー事業者）が協力する「事業
者協力型自家用有償旅客運送制
度」が創設された。

・持続可能な移動手段確保のため、
輸送の安全確保にノウハウのあ
るバス・タクシー事業者の協力
を得て自家用有償旅客運送を導
入することも検討する必要がある。

　　　　　　（制度のイメージ図）


●「協力」の方法

・バス・タクシー事業者が協力する事項は、運行管理、車両整備管理。

・協力する事業者で運行管理等に専任されている者が、運行管理の責任者、整備管理の責任者として選任され、業務を行う必要がある。

●登録の有効期間

・事業者協力型自家用有償旅客運送として新たに登録を受ける場合や、重大事故を引き起こしていない等の一定要件を満たす場合の登録の有効期間は５年。

●事業者協力型自家用有償旅客運送における事故時の責任関係について（国自旅第318号）

１．責任関係に係る取決めの内容

事業者協力型自家用有償旅客運送の実施に当たっては、協力事業者と雇用関係のない

運転者が、自家用有償旅客運送自動車の運行中に惹起した事故等によって生じた第三者

に対する損害賠償責任に係る内部的な負担割合の明確化等の観点から、実施主体と協力
事業者との間で、業務の受委託に際して以下の事項について定めた取決めを行うことが
望ましい。

【関連書類】

　　○ 宣誓書（事業者協力型において事業者提出）〈様式第５号〉
（１）損害賠償責任の負担割合

原則として、協力事業者と雇用関係のない運転者が自家用有償旅客運送自動車の運行中に惹起した事故等によって生じた第三者に対する損害賠償に係る実施主体と協力事業者の内部的な負担割合は、全て実施主体が負うものとすること。
ただし、当該事故が、協力事業者の故意又は過失により、協力事業者が実施主体から受託した業務内容について適切に履行されていなかったことにより生じたものである場合は、故意の有無や過失の程度に応じて、両者が別途協議して定めるものとすること。

（２）解決への協力

被害者との協議については、実施主体と協力事業者の両者が協力して事態の解決に当たる
ものとすること。

（３）協力事業者の業務の明確化

道路運送法等関係法令に基づき、以下の各項目をはじめとして協力事業者の業務内容を明確にすること。

① 運行内容

② 運行管理及び車両整備管理の方法

③ 運送の対価に係る収受の取扱い

④ 事故の際の報告

⑤ 協力事業者が行う実施主体への業務報告の内容及び頻度

※なお、この他、地域の実情に応じ取決め内容を適宜追加することを妨げない。

２．協力事業者の法令遵守
協力事業者は、事業者協力型自家用有償旅客運送の受託に当たっては、道路運送法等関係法令上、自家用有償旅客運送に係る関係規定を遵守するものとする。

３．実施主体の責任
法第７９条の4第1項第6号及び道路運送法施行規則第51条の22の規定の趣旨に鑑み、自家用有償旅客運送の運行により生じた損害を賠償するための措置を講ずる責任は、第一義的に実施主体が負うべきものと解される。このため、事業者協力型自家用有償旅客運送の実施に当たっても、運行中の事故における損害賠償責任について、特段の取決めなく運転者に負わせることのないよう留意するものとする。
（２）運送の対象（法第78条第２号）
・地域住民
・観光旅客その他当該地域を来訪する者
・その他国土交通省令で定める旅客

【参考】

　　交通空白地：鉄道駅やバス停から500ｍ以上離れた地域
【関連書類】

　　○ 交通空白地有償運送運営規程（規則、通達にはないが、登録時に必要） 〈参考例〉

（３）運送の区域（法第79条の２第１項第３号、規則第51条の４、通達316号）
地域公共交通会議等において協議により定められた区域を運送の区域として定めるものとし、旅客の発地又は着地のいずれかが運送の区域にあることを要するものとする。

また、交通空白の状況に対応するため、運送の区域を市町村内の一部の区域に限定しようとする場合には、地域公共交通会議等における協議に基づき、運送の区域を限定することが
できるものとする。

浜松市の規定
　  ・浜松市においては、市域が広大であり、各地域において状況が異なること、また、交通
空白地有償運送は交通空白地域における公共交通を補完するものであることから、交通
空白地その他これに類する区域に限定するものとする。　
　　・ただし、佐久間町の運行については運送の区域は佐久間町内であるが、利用環境等の改善を目的に以下の場合に限り、運送区域外の運行を認める。

【会員およびその同伴者】

・平日を除く交通空白地有償運送事業者の営業日に限り、発地もしくは着地のどちらかが
佐久間町内であれば、浜松市内の運送を許可する。ただし、片道のみの利用は認めない（起終点が天竜区内の場合は認める）。
【会員でない者】

・平日を除く交通空白地有償運送事業者の営業日に限り、発地もしくは着地のどちらかが
佐久間町内であれば、遠州鉄道西鹿島駅に限り、運送を許可する。

【関連書類】

　　　運送の区域の地図

《運送のイメージ図》





　　　　　　　　　　交通空白地有償運送　　　　公共交通　　　　　　　　　目的地

公共交通機関がないことの判断

・タクシー等の輸送サービスが受けられない
・毎日運行しているバス路線がない

・毎日運行しているバスはあるが、便数が著しく少なく、さらに乗り換え等により目的地へ行くに当たり、はなはだ不便で現実的ではない場合

　
(４)使用車両【通達122号】

１）車両
① バス：乗車定員11人以上の自動車

　② 普通自動車：乗車定員11人未満の自動車

（リフト等移動制約者の乗降を円滑にする設備が整備された車両も含むものとする）

・他県ナンバーは不可。
・事業に使用する車両にドライブレコーダーを設置するよう努めること。
・有償運送事業専用の車両を新規に購入する場合は、ASV装置(※)を搭載した車両とするよう努めること。
※先進安全自動車の略称。衝突被害軽減ブレーキや誤発進抑制制御装置等を指す。
・運行委託先の事業者が保有する事業用自動車の持込みは、以下に留意して行うものとする。

· 運送事業における事業計画及び運行計画に定めるところに従い行う業務に支障の無い範囲であること。

· 自家用自動車を使用して行う自家用有償旅客運送を補完するものであること。

· 登録を受けた自家用有償旅客運送者（以下「運送者」という。）は、様式第１－６号に定める前年４月１日から当年３月31日までに運行委託先の事業者が保有する事業用自動車の持込み使用実績を毎年５月31日までに運輸支局に報告すること。
２）使用権原

申請者が使用権原を有しているものとする。


・申請者と自家用自動車を提供し当該輸送にかかわる者との間に、当該車両の使用に係る契約が締結され、当該契約の内容を証する書面を作成していること。
・当該契約において、有償運送の管理及び運営、特に事故発生、苦情等への対応について申請者が責任を負うことを明確化していること。
・利用者に対し事故発生、苦情等の対応に係る責任者及び連絡先を明瞭に表示していること。
【関連書類】

○ 当該自動車の自動車検査証

○ 自動車の使用者と申請者との間で締結された契約書又は使用承諾書

（交通空白地有償運送を実施する間、使用権原及び運送に伴う責任が申請者にあることを定めたもの）
○ 自動車登録簿〈有償運送運行管理及び整備管理規程様式１〉（規則、通達にはないが、登
録時に必要）

（５）運転者（規則第51条の16、通達122号）
１）運転者の登録要件　
① 第二種運転免許を受けており、かつ、その効力が停止されていない者。
② 第一種運転免許を受けており、かつ、その効力が過去２年間において停止されていない者であって、国土交通大臣が認定する講習を修了していること又はこれに準ずるものとして国土交通大臣が認める要件を備えていること。

第二種運転免許を取得していない場合、以下の要件を上乗せする。
　１）－１　運転者の登録要件（浜松市の規定）
①年齢制限　77歳以下。                                                                                                                                                                      
※参考資料「運転者登録時の必要書類」本書P.30
　　　　　　　　　　　　　　　　

２） 運転者の要件（浜松市の規定）
①運転者に登録された者。ただし、第二種運転免許を取得していない場合、以下の要件を
上乗せする。
②道路交通法違反点数制度による違反点数が３点以下であること。

③65歳を超えた運転手については、３年に１回、78歳を超えた運転手については１年に１回、国土交通大臣が告示で定める適性診断であって、旅客自動車運送事業運輸規則第41条の２及び第41条の３の規定により国土交通大臣の認定を受けたものを受けさせなければならない。

④70歳を超えた運転手については、１年に１回定期健康診断の受診を義務付け、所見に異常がない者。なお、定期健康診断において所見有と診断された場合は治療等をさせ、医師からの乗務に係る意見を把握した上で、乗務の可否について事業者が判断し交通会議に報告するものとする。
【参考】

・国土交通大臣が認定する講習の問い合わせ先 

中部運輸局　静岡運輸支局　℡(054)261-2898

・国土交通大臣が認める要件 
独立行政法人自動車事故対策機構静岡支所　℡(054)687-3421
【関連書類】

○ 運転者就任承諾書兼 就任予定運転者名簿〈様式第４号〉

○ 運転免許証の写し

○ 第二種運転免許を受けていない場合は、国土交通大臣が認定する講習の修了書の写し等
○ 交通空白地有償運送運営規程

（６）損害賠償措置（規則第51条の22、告示1171号）
運送者は、事業に使用する全車両について国土交通大臣が定めた保険金限度額（対人8,000万円以上及び対物200万円以上の任意保険又は共済（搭乗者傷害を対象に含むものに限る）に加入しなければならない。ただし、加入する計画がある場合を含むものとする。
また、登録後において、保険金限度額を減じるなどの変更契約や正当な理由のない解約を
してはならない。
ボランティア個人の持ち込み自家用自動車を使用するときにおいても有償運送中の事故が対象となる保険に加入しなければならない。
　【関連書類】

○ 契約申込書の写し、見積書等

（上記の書類が添付できない場合は宣誓書〈様式第８号〉、事業者協力型自家用有償旅客運送を行う場合にあっては宣誓書〈様式第９号〉）

（７）運送の対価（法第79条の８、規則第51条の14、15、通達122号、通達315号）
１）対価の掲示等
旅客から収受する対価については、当該運送を実施する事務所及び自家用有償旅客
運送自動車内において公衆に見やすいように掲示し、又は利用者に対し収受する対価
等を記載した書面の提示その他適切な方法により説明をするものとする。対価の額を
変更しようとする場合も同様とする。
２）対価の基準

１．路線を定めて行う自家用有償旅客運送に係る対価の基準等について

路線を定めて行う自家用有償旅客運送に係る運送の対価の範囲については、当該地域又は隣接市町村等における一般乗合旅客自動車運送事業の運賃、当該地域における撤退前の一般乗合旅客自動車事業の運賃を目安として、地域公共交通会議等において協議が
調った額とする。

２．区域を定めて行う自家用有償旅客運送に係る対価の基準等について

区域を定めて行う自家用有償旅客運送に係る運送の対価の範囲については、以下の（１）から（４）を目安として地域公共交通会議等において協議が調った額とする。
（１）対価の範囲

区域を定めて行う自家用有償旅客運送に係る対価は、運送サービスの提供及び当該運送サービスと連続して、又は一体として行われる役務の提供並びに施設の利用に要する費用について、利用者の負担を求めるものであって、以下の①及び②に掲げる範囲のものをいう。

① 運送の対価
運送サービスの利用に対する対価

② 運送の対価以外の対価
運送サービスと連続して、若しくは一体として提供される役務の利用又は設備の利用　に対する対価であって、以下のようなものが考えられる。

イ. 迎車回送料金

旅客の要請により乗車地点まで車両を回送する場合に適用する料金
ロ. 待機料金

旅客の都合により車両を待機させた場合に適用する料金

ハ. その他の料金

介助料（乗降介助に関する部分に限る。）、添乗料（運送にあたって添乗員を付き添わせた場合の料金）、ストレッチャー、車いす使用料等の設備使用料など
（２）対価の設定方法

①運送の対価
運送の対価は、原則として、次のイ．ロ．ハ．の中から選択するものとする。

ただし、これらのいずれにもより難い場合にあっては、地域公共交通会議等において調った協議結果に基づき、地域の実情に応じた運送の対価の設定を行うことができるものとする。

イ．距離制
原則として、旅客の乗車した地点から降車した地点までの走行距離に応じて対価を設定するものであって、初乗りに係る対価と加算に係る対価を定めるもの。

ロ．時間制

旅客を運送するため旅客の指定した場所に到着した時から旅客の運送を終了するまでに要した時間により運送の対価を定めるものであって、初乗りに係る対価と加算に係る対価を定めるもの。

ハ．定額制

旅客の運送に要した時間及び距離によらず１回の利用ごとに対価を定めるもの又は予め利用者の利用区間ごとの対価の額を定めるもの。

②運送の対価以外の対価
運送の対価以外の対価を設定する場合には、それぞれの対価の額及びそれを適用する場合の基準を明確に定めるものとする。

（注）会員となるときの入会金、年会費、月会費その他の名目で徴収され、専ら団体
活動の維持・運営に当てられる会費等は、原則としてここでの対価には含めない。

（３）対価の設定に当たっての考え方

旅客から収受する対価は、法第79条の８及び施行規則第51条の15の規定に基づき、
以下に掲げる考え方に従って定めるものとする。
① 旅客から収受する対価の水準
旅客から収受しようとする対価は、施行規則第51条の15において、実費の範囲内であると認められること、営利を目的としていると認められない妥当な範囲内であることなどが求められており、具体的には、次のイ．からホ．に掲げる基準を目安とするものとする。
イ．運送の対価は、当該地域におけるタクシーの上限運賃（ハイヤー運賃を除く。）の概ね１／２の範囲内であること。ただし、地域公共交通会議等において調った協議結果に基づき、１／２を超える運送の対価を設定することも可能である。
ロ．運送の対価以外の対価にあっては、実費の範囲内であること。
ハ．均一制など定額制による運送の対価において、近距離利用者の負担が過重となるなど、利用者間の公平を失するような対価の設定となっていないと認められること。
ニ．運送の対価を距離制又は時間制で定める場合であって、車庫（事務所の車庫を含むを出発した時点からの走行距離を基に対価を算定しようとする場合にあっては、当該同一旅客をタクシーが運送した場合の実車運賃の額に迎車回送料金を加えた合計額と比較して、当該対価が概ね１／２の範囲内であると認められること。
ただし、当該対価を適用する場合には、迎車回送料金を併せて徴収してはならない。なお、地域公共交通会議等において調った協議結果に基づき、１／２を超える対価を設定することも可能である。
ホ．交通空白地有償運送に係る対価を定める場合であって、上記イ．からニ．までの規定によりがたい場合は、当該地域又は近隣の一般乗合旅客自動車運送事業の運賃・料金を参考として対価を定めることができる。

（注１）登録後の実績に基づき、平均実車キロを算出することができる申請者にあっては、当該平均実車キロを乗車した場合のタクシーの上限運賃を基準として、上記イ．ハ．ニ．の考え方を適用することができる。 
（注２）運送の対価以外の名目で、実質的に運送サービスの対価を収受することにより、運送の対価の水準を名目的に上記イ．に合致する水準に抑制するなどの操作は認められない。

② 対価の適用方法

イ．時間制及び距離制の双方を定めることは差し支えないが、それぞれの適用方法について明確に基準が設けられており、運送を利用しようとする際に予め旅客に対して適用する対価の説明がなされる必要がある。
ロ．運送の対価以外の対価を利用者に求める場合は、旅客が利用した設備又は提供された役務の種類ごとに金額を明記すること。

（４）タクシーの半額等、必要以上に価格の安いことを煽って会員等の募集を行ってはならないこと。
【関連書類】

旅客から収受する対価を記載した書類

《料金収受のイメージ図》

①距離制・時間制の例　乗り合せ（一車一契約）

タクシーと同様、車両１台を借り上げた距離や時間に応じて、利用者が料金を支払う。




②定額制の例　乗り合い（個々から徴収）

バスと同様、個人個人が距離等に応じて、定額の料金を支払う。











《参考》

浜松地域のタクシー料金







（円）

	
	運送の対価
	時間距離併用制運賃
及び待料金

	区分
	距離制運賃
	時間制運賃
	

	
	初乗運賃
	加算運賃
	30分まで

ごとに
	15分まで

ごとに
	

	特定大型車
	1.17kmまで860
	186mごとに100
	5,800
	2,900
	1分10秒ごとに100

	大型車
	1.17kmまで830
	192mごとに100
	5,400
	2,700
	1分10秒ごとに100

	普通車
	1.17kmまで700
	285mごとに100
	3,850
	1,920
	1分45秒ごとに100


	タクシー普通車距離制料金の例（令和８年１月２０日現在）

	距離（km）
	料金（円）
	

	1.170
	700
	

	1.455
	800
	

	1.740
	900
	

	2.025
	1,000
	

	2.310
	1,100
	

	2.595
	1,200
	

	2.880
	1,300
	

	3.165
	1,400
	

	3.450
	1,500
	

	3.735
	1,600
	

	4.020
	1,700
	

	4.305
	1,800
	

	4.590
	1,900
	

	4.875
	2,000
	

	5.160
	2,100
	

	5.445
	2,200
	

	5.730
	2,300
	

	6.015
	2,400
	

	6.300
	2,500
	

	6.585
	2,600
	

	6.870
	2,700
	

	7.155
	2,800
	

	7.440
	2,900
	

	7.725
	3,000
	

	8.010
	3,100
	


（８）運行管理（法第79条の９、規則第51条の16、17、18、19、20、23、通達316号）
運送者は、旅客の安全確保のため、運行管理の責任者の選任、運行管理の体制の整備を行わなければならない。

１）運行管理
① 運行管理の責任者の選任にあっては、施行規則第51条の17第２項の定めにより、事務所ごとに配置する自動車の数により必要となる員数（事業者協力型自家用有償旅客運送を行う事務所にあっては、法第23条第１項の運行管理者）を選任すること。なお、事業者協力型自家用有償旅客運送を行う場合にあっては、当該協力事業者が保有する事業用自動車の数と合算して員数を算出して差し支えない。

運行管理の責任者がやむを得ず不在となる場合は、予め運行管理を代行する者を定め、
適切な運行管理の実施を確保するものとする。

② 旅客自動車運送事業者等に運行の委託を行う場合にあっては、運送者は、委託に係る運行管理が適切に行われるよう措置するものとし、運行管理の責任者は、受託者において確保した必要な資格を有する者から選任するものとする。
事務所に配置する自動車の数がバス（乗車定員11人以上の車両）にあっては１両、普通自動車（乗車定員11人未満の車両）にあっては５両以上となる場合は、

・運行管理者資格者証の交付を受けている者

・旅客自動車運送事業運輸規則（第48条の12）運行管理者の受験資格を有する者

・道路交通法施行規則（第９条の９第１項）安全運転管理者等の要件を備える者

の中から、当該事務所が運行を管理する自動車の数を20で除した数（切捨て）＋１以上
運行管理の責任者を選任させなければならない。（運行管理者資格者証の交付を受けている者を運行管理の責任者として選任する場合にあっては、除する数20を40とする。）

・事業者協力型自家用有償旅客運送を行う場合は、当該協力事業者の運行管理者を運行管理の責任者として選任する必要がある。
【参考】

・国土交通大臣が前２号に掲げる者と同等以上の能力を有する者と認める者

問合せ先　中部運輸局　静岡運輸支局　℡(054)261-2898

・道路交通法施行規則（第９条の９第１項）安全運転管理者等の要件を備える者

問合せ先　警察　　℡(053)475-0110

２）運行管理の責任者の業務

①運行管理の責任者は、運転者として登録された者で、かつ運転者の要件に合致した者以外を交通空白地有償運送車両に乗務させてはならない。

②運行管理の責任者は、自動車登録簿〈有償運送運行管理及び整備管理規程様式1〉を作成
し車両を適切に管理しなければならない。
③運行管理の責任者は、運転者が死者又は負傷者が生じた事故を惹き起した場合、運転免許停止以上の処分を受けた場合、当該運転者に独立行政法人自動車事故対策機構が実施する適正診断を受診させること。
④運行管理の責任者は、乗務しようとする運転者に対して、疾病、疲労、飲酒その他の理由により安全な運転が出来るか否かの確認を行うと共に、運行の安全を確保するための指示を与え、運転者ごとに確認を行った旨及び指示の内容を記録し、かつ、その記録を１年間保存すること。（確認、指示は対面により行うよう努め、対面での確認が困難である場合には、電話により必要な確認、指示を確実に実施できる体制を整備し、実施する。）

運行委託を行っている運送者にあっては、受託者において確実に実施されるよう適切な
措置を講ずるものとする。

・安全な運転のための確認表〈参考様式第ハ号〉

【参考】安全な運転のための確認の方法について

・運転者に対して行う確認、指示は対面により行うよう努める。一方で、地域公共交通会議や運営協議会において対面での確認が困難であると認められた場合には、地域の実情を踏まえ、輸送の安全の確保の観点で適当と認められた方法により、必要な確認、指示を確実に実施できる体制を整備し実施すること。

なお、事業者協力型自家用有償旅客運送を行う場合にあっては、上記によらず、当該協力事業者が輸送の安全の確保の観点で適当と認めた方法により確実に実施されるよう適切な措置を講ずることにより実施することができるものとする。
・対面での確認が困難であると認められた場合の方法は、遠隔地で確認を行うこととなるが、その場合、IT機器を活用したテレビ電話等で、映像・音声・データ等により可能な限り対面に近い精度で確認が可能な方法で、運転者の疾病、疲労、飲酒の状況について確認を行うことが望ましいと考えられる。

⑤運行管理の責任者は、運転者に対し乗務記録〈参考様式第ニ号〉を作成させ、及びその記録を１年間保存すること。
運行委託を行っている運送者にあっては、受託者において確実に実施されるよう適切な措置を講ずるものとする。
⑥運行管理の責任者は、運転者ごと運転者台帳〈参考様式第ホ号〉を作成し、事務所に備え置くこと。
運転者でなくなった場合には、運転者台帳に運転者でなくなった年月日及び理由を記載し、２年間保存しなければならない。

⑦運行管理の責任者は、 運転者証〈参考様式第へ号〉参考に作成し車内のダッシュボード
付近に掲示するか、運転者証の内容等が記載された運送者が発行する身分証明書（ＩＤカードを含む）を旅客に見やすいよう適切な方法により運転者に携行させるものとする。

⑧運行管理の責任者は、事故の記録〈参考様式第ト号〉を作成し、その記録を２年間保存
すること。

⑨運行管理の責任者は、過労防止を考慮した勤務時間、乗務時間を定め、その範囲内において乗務計画〈参考様式第リ号〉を作成し、これに従い運転者を乗務させなければならない。

⑩運行管理の責任者は、天災その他の理由により輸送の安全の確保に支障が生ずるおそれがあるときは、乗務員に対する必要な指示その他輸送の安全のための措置を講じなければならない。

⑪運行管理の責任者は、運転者に対し、事故防止、運行の安全、旅客の利便の確保について必要な研修を半年毎に実施し、運行状況報告に合わせて報告しなければならない。〈地域公共交通会議様式第２号〉また、必要に応じ講習、診断等受けさせなければならない。

⑫運行管理の責任者は、道路交通法違反点数制度による違反点数３点以下の違反をした運転者に対し国土交通大臣が認定する講習を再度受講させた上、その報告書を提出させなければならない。ただし、第２種運転免許所持者は除く。

⑬運行管理の責任者は、運転者の状況を把握するため、毎年、運転経歴証明書（無事故・無違反証明書、または運転記録証明書）により、確認しなければならない。

⑭運行管理の責任者は、その他運行の安全を確保するために必要な以下の業務を行うこと。
【参考】

・別紙　タクシーの運行管理規程

・研修実施計画〈参考様式第ヌ号〉
３）自動車に関する表示

運送者は、以下に揚げる事項をステッカー、マグネットシート又はペンキ等で横書き、かつ、一文字の大きさが一辺５ｃｍ以上とし、車体の両側面に表示しなければならない。
運行委託先の事業者が保有する事業用自動車を持込む場合は、利用者に事業用自動車として運行しているものとの誤解を生じさせることのないよう適切に行うこと。

《登録番号》

　中　静　交　第　○○○　号
　　　　一連番号

有償運送の種別　交：　交通空白地有償運送

　　登録を行った運輸支局の頭１文字（静岡運輸支局）

登録を行った運輸支局を管轄する運輸局の頭１文字（中部運輸局）

また、登録証の写しを自動車に備えておかなければならない。

【関連書類】

○ 運行管理の責任者の就任承諾書〈様式第６号〉

○ 運行管理の体制等を記した書類〈様式第７号〉

（配置する自動車の数が、バスにあっては１両、普通自動車にあっては５両以上となる事務所は、運行管理者資格証の写し等が必要）

（９）整備管理（法第79条の９、規則第51条の20、通達316号）
運送者は、自動車の点検及び整備の適切な実施を確保するため、整備管理の責任者の選任その他整備管理の体制の整備を行わなければならない。
１）整備管理の責任者の業務

① 運行開始前に行う日常点検の実施方法を定め、これを自ら実施若しくは運転者に実施させなければならない。
② 日常点検の結果を日常点検表〈参考様式第ヌ号〉により確認し、運行の可否を決定する。
③ 定期点検の実施計画をたて、これを自ら実施若しくは整備工場等に実施させなければならない。
④ 上記以外の随時必要な点検について、それを実施すること又は整備工場に実施させること。

⑤ 日常点検、定期点検又は随時必要な点検の結果から判断して、必要な整備を実施すること又は整備工場等に実施させること。

⑥ 定期点検又は必要な整備の実施計画を定めること。

⑦ 点検整備記録簿その他の記録簿を管理すること。

⑧ 自動車車庫を管理すること。

⑨ 上記に掲げる職務を処理するため、運転者及び整備要員を指導監督すること。
【関連書類】運行管理の体制等を記した書類〈様式第７号〉
（１０）事故処理（法第79条の９、10、規則第51条の21、通達316号）
・運送者は、事故が発生した場合の対応に係る責任者の選任その他連絡体制の整備を行わなければならない。
・自動車に係る事故が発生した場合には、事故の記録〈参考様式第ト号〉を中部運輸局静岡運輸支局長及び区役所等交通空白地有償運送担当を通して交通会議へ届出なければならない。

また、その記録を事務所において２年間保存しなければならない。

１）事故発生時のための事前周知

運行管理責任者は、運転者に対し、運行中事故が発生した場合において措置すべき事項を
次のとおり周知徹底しておくこと。
① 事故の継続、拡散の防止の処置に講ずること。
② 負傷者がある場合は、速やかに応急手当を行い、その他必要な措置を講ずること。
③ 死者又は負傷者があるときは、その旨を家族に連絡すること。
④ 警察に速やかに通報し、指示を受けること。
⑤ 運行管理責任者に速やかに報告し、指示を受けること。
２）事故発生時の措置

運行管理責任者は、事故が発生した旨の連絡を受けたときは、次のとおり措置を講じる。

① 直ちに事故の続発防止、負傷者の緊急時必要な措置を講ずるよう指示を行うこと。
② 代表者に報告し、対応について指示を仰ぐこと。
③ 軽微な場合を除き現場に急行し、発生状況等の原因を調査すること。
④ できる限り目撃者、相手方の意見を聴取すること。
⑤ 把握した状況等を区役所等交通空白地有償運送担当に連絡すること。
【関連書類】

○運行管理体制等記載した書類〈様式第７号〉

（１１）苦情処理（法第79条の９、規則第51条の26、通達316号）
・運送者は、苦情処理体制を整備し、苦情を申し出た者に対して、遅滞なく、弁明すると共に、苦情処理簿〈参考様式第チ号〉を区役所等交通空白地有償運送担当を通して交通会議へ提出しなければならない。ただし、氏名及び住所を明らかにしない者に対しては、この限りでない。

・運送者は、苦情があった場合、苦情処理簿に記録し、かつ、１年間保存しなければならない。


１）苦情発生時の措置

苦情処理責任者は、利用者等からの苦情又は苦情に関する情報を受けたときは、次の
とおり処置を講じるものとする。

①苦情、情報の内容を調査し、事実確認を行うこと。
②事実が確認できた場合は、改善に向けた措置を講ずること。
③改善措置について利用者等に報告すること。
④苦情等の原因の究明を行うこと。
⑤苦情等の内容について運転者に周知を行うこと。
　   ⑥苦情等の処理に関し問題が生じた場合は、代表者及び区役所等交通空白地有償運送担当へ報告し、改善方策等について協議を行わなければならない。
【関連書類】

○運行管理体制等記載した書類〈様式第７号〉

４．登録の申請について

（１）登録を行う場合（法第79条の２、通達122号）
　　交通空白地有償運送について、登録の申請を行わなければならない場合は以下のとおりである。
①新たに登録を受け交通空白地有償運送を行おうとする場合（新規登録）。
②登録の有効期間の満了（更新登録）又は業務の廃止の届出により登録の抹消を受けた後、新たに登録を受けようとする場合。
③登録の取消しを受けた後２年を経過した日以後において、再度登録を受けようとする場合。
④現在交通空白地有償運送を行っている特定非営利活動法人等が特定非営利活動法人等の合併によって新たな特定非営利活動法人等となった場合において、登録を受けていない法人が継承法人となり交通空白地有償運送を行う場合。
（２）登録の申請（法第79条の２、規則第51条２，３、通達122号）
１）地域公共交通会議への申請

申請者は、交通会議開催依頼書、自家用有償旅客運送の登録の申請書、添付書類及び交通会議で必要とする書類を区役所等交通空白地有償運送担当を通して交通会議（事務局　交通政策課）へ提出しなければならない。

また、交通会議開催時には、交通会議に出席し、以下の内容について説明し、委員からの質問に答えるものとする。
・運送の必要性
・運送する旅客の範囲
・旅客から収受する対価
・運送の頻度等の有償運送の活動内容
・申請に関する意見

当該市町村の区域内に営業所を有する全てのバス・タクシー事業者に対して輸送サービスを提供する意思の有無の確認を行い、事業者による輸送サービスが困難であることを確認したこと
２）中部運輸局静岡運輸支局長への申請

　  申請者は、交通会議にて合意を得た後、自家用有償旅客運送の登録の申請書に、添付書類及び交通会議において協議が調っていることを証する書類を添えて、中部運輸局静岡運輸支局長あて提出しなければならない。
（複数の市町村を運送の区域とする場合にあっては、地域公共交通会議等の協議が調った 市町村のうち主たる事務所の所在地である市町村を管轄する運輸支局長へ提出）

【関連書類】

△ 地域公共交通会議協議依頼書〈地域公共交通会議様式第１号〉

○ 自家用有償旅客運送の登録の申請書〈様式第１－１号〉

　　○ 添付書類　P.30参照

△ 交通会議で必要とする書類　P.30参照

（３）法令遵守及び登録の拒否（法第79条の４、規則第51条の９、通達316号）
以下の①～③のいずれかに該当する場合には、登録を拒否する。

① 法第79条の４第１項第１号から第４号までに掲げる欠格事由のいずれかに該当する
場合。
② 法第79条の４第１項第５号に該当する場合。
地域公共交通会議等において、一般旅客自動車運送事業者によることが困難であり、かつ、当該交通空白地有償運送の実施が必要である旨の協議が調っていないこと。

③ 法第79条の４第１項第６号に該当する場合。
次の（イ）～（ヘ）のいずれかに該当するものであること。

（イ）交通空白地有償運送を実施するために必要な自動車の保有がなされていないと認められる場合。

（ロ）施行規則第51条の16第１項に定める要件を備える運転者の確保がなされていな   いと認められる場合。
（ハ）施行規則第51条の17第１項に規定する運行管理の責任者の選任及び運行管理の体制の整備がなされていないと認められる場合。
（ニ）施行規則第51条の20に規定する整備管理の責任者の選任及び整備管理の体制の整備がなされていないと認められる場合。
（ホ）施行規則第51条の21第１項に規定する事故が発生した場合の対応に係る責任者の選任及び連絡体制の整備がなされていないと認められる場合。
（ヘ）施行規則第51条の22に規定する自家用有償旅客運送自動車の運行により生じた旅客その他の者の生命、身体又は財産の損害を賠償するための措置が講じられていないと認められる場合。
【関連書類】

○ 宣誓書〈様式第３号〉

（法人等の代表者が役員を含めて宣誓することができる）

（４）登録の有効期間（法第79条の５、通達316号）
登録の有効期間は、登録の日から起算して２年とする。

　ただし、次のいずれにも該当する場合にあっては、３年（事業者協力型自家用有償旅客運送にあっては５年）とする。

① 国土交通大臣より、自動車の運行管理の方法を改善すること等の命令を受けていないこと。

② 自動車が転覆し、転落し、火災を起こし、又は踏み切りにおいて鉄道車両と衝突し、若しくは接触した事故を引き起こしていないこと。

③ 国土交通大臣より、業務の全部又は一部の停止の命令を受けていないこと。

（５）有効期間の更新の登録（法第79条の６、規則第51条の10、通達316号）
有効期間の更新の登録の申請を行おうとする者は、更新登録の申請書に添付書類及び登録証の写しを添えて、中部運輸局静岡運輸支局長あてに提出しなければならない。

1.更新登録の申請

①有効期間の更新の登録の申請を行おうとする者は、更新登録申請書を提出するものとする。申請は路線又は運送の区域の所在する市町村を管轄する運輸支局長等又は指定都道府県等の長に提出するものとし、原則として有効期間の満了する日の２ヶ月前から申請の受付を行う。

②複数の運送の区域を有する者にあっては、更新の登録を行うことについてそれぞれの運送の区域における地域公共交通会議等において協議が調っていることを要するものとする。この場合において、一部の区域において更新の必要性について協議が調わなかった場合には、当該区域に係る有効期間の更新を行うことはできないものとする。

③有効期間が満了した後、更新登録の申請があった場合は、災害等によりやむを得ない場合を除き有効期間の更新を行うことができない。

地域公共交通会議等で更新についての協議を行っているにもかかわらず、有効期間の満了する日までに協議が調わない場合には、運送者は協議が調っていることを証する書類を
添付せずに更新の登録の申請を行うことができるものとする。
ただし、有効期間の満了する日までに協議が調わないことについて正当な理由がない場合にあっては、この限りではない。
【関連書類】

○ 自家用有償旅客運送の更新登録の申請書〈様式第１－２号〉

○ 添付書類　P.30参照

○ 登録証の写し

2.更新登録に当たっての審査及び登録の有効期間

更新登録に当たっては、市町村を管轄する運輸支局長等又は指定都道府県等の長により、行政への報告及び添付書類並びに地域公共交通会議等からの報告等により業務の実施状況、法令違反、輸送の安全の確保命令その他の行政処分の有無等を審査し、次のいずれにも
該当する場合にあっては、更新登録において付与する有効期間を３年（事業者協力型自家用有償旅客運送にあっては、５年）とし、いずれかに該当しない場合にあっては２年とする。

①法第79条の９第２項の規定による自動車の運行の管理の方法を改善すること等の命令を受けていないこと。
②法第79条の10に基づく自動車事故報告規則第２条第１項に規定する事故を引き起こしていないこと。
③法第79条の12の規定による業務の全部又は一部の停止の命令を受けていないこと。
3.更新登録の実施

①上記２．の場合に準じて審査を行い、登録の拒否を行う場合に該当する場合を除き、更新
登録を行う。

②更新登録後の登録簿を簿冊に調製し運輸支局に備え置き、公衆の縦覧に供するとともに

インターネットにより公表される。

③更新登録を行った場合は、運送者に対して登録証（様式第１０号）の交付により通知さ
れる。

④更新登録を拒否した場合にあっては、２．（５）の場合に準じ、様式第１１号に定める登録拒否理由通知書により申請者に通知されるとともに、地域公共交通会議等の主宰者に対してもその旨を通知される。
（６）変更登録（法第79条の７、規則第51条の11、通達316号）
１）変更登録を行う場合

法第79条の７の規定に基づき、以下に掲げる事項を変更しようとする場合は、変更登録を要するものとする。

①路線の延長、増加又は変更（既存路線を短縮する場合を除く）。
②運送の区域の拡大又は変更（減少することとなる場合を除く）。
なお、運送の区域を定めて交通空白地有償運送を実施する市町村において、登録後において市町村合併が実施された場合であっても、運送の区域は合併前の旧市町村の範囲にあるものとし、運送の区域の拡大を行う場合にあっては、合併後の市町村が主宰する地域公共交通会議等における協議を経て、変更登録を受けることを要するものとする。

③運送の種別（既に交通空白地有償運送及び福祉有償運送を行っている運送者が、いずれ
かの有償運送を行わないこととする場合を除く）。
④事業者協力型自家用有償旅客運送を行うかどうかの別の変更。
⑤運送しようとする旅客の範囲（縮小する場合を除く）。
２）添付書類

①路線の延長、増加又は変更をしようとする場合。
（イ）登録の申請に必要な書類のうち、路線図、自動車の使用権原を証する書類、変更しようとする路線に係る運行管理の体制を記載した書類、その他の変更に伴い内容が変更されることとなる書類
（ロ）変更しようとする路線に係る市町村が主宰する地域公共交通会議等において協議が調っていることを証する書類

（ハ）登録証
②運送の区域を拡大又は変更しようとする場合。
（イ）登録の申請に必要な書類のうち、自動車の使用権原を証する書類、拡大又は変更しようとする運送の区域における運行管理の体制を記載した書類、その他の変更に伴い内容が変更されることとなる書類
（ロ）運送の区域における市町村が主宰する地域公共交通会議等において協議が調っていることを証する書類
（ハ）登録証
③有償運送の種別が変更され新たに交通空白地有償運送を行うこととなる場合。
（イ）登録の申請に必要な書類のうち、自家用有償旅客運送自動車の運転者が、施行規則第51条の16第１項に規定する運転者の要件を備えていることを証する書類、
その他の 種別の変更に伴い内容が変更されることとなる書類
（ロ）運送の区域における市町村が主宰する地域公共交通会議等において協議が調って
いることを証する書類
（ハ）登録証 
④ 事業者協力型自家用有償旅客運送を行うかどうかの別の変更をする場合
（イ）登録の申請に必要な書類のうち、変更しようとする路線又は運送の区域に係る運行管理の体制を記載した書類、整備管理の体制を記載した書類、その他の変更に伴い内容が変更されることとなる書類
（ロ）変更しようとする路線又は運送の区域に係る市町村が主宰する地域公共交通会議等 おいて協議が調っていることを証する書類
（ハ）登録証
⑤ 運送しようとする旅客の範囲を変更する場合。
（イ）変更しようとする旅客の範囲について地域公共交通会議等において協議が調って
いることを証する書類
（ロ）登録証

３）変更登録の実施
① 変更登録は登録申請の場合に準じて審査し、登録の拒否を行う場合に該当する場合を除き、変更登録を行う。

② 変更登録を行った場合は、変更登録後の登録簿を簿冊に調製し運輸支局に備え置き、講習の縦覧に供するとともに、インターネットにより公表する。

③ 変更登録を拒否した場合にあっては、登録申請の場合に準じ、様式第１１号に定める登
録拒否理由通知書により申請者に通知するとともに、地域公共交通会議等の主宰者（地域公共交通会議等が組織されていない場合にあっては、路線又は運送の区域を管轄する市町村長）に対してもその旨を通知する。

４）変更登録時の留意事項

変更登録の場合にあっては、有効期間の更新を行わない。

① 運送の区域が拡大される場合。
　　   イ 運行管理の体制等を記した書類〈様式第７号〉

ロ その他の変更に伴い内容が変更されることとなる書類
ハ 拡大しようとする運送の区域における交通会議において協議が調っていることを証
する書類〈様式第１－５号〉
ニ 登録証の写し
② 有償運送の種別が変更され新たに交通空白地有償運送を行うこととなる場合。
イ 運転者が、規則第51条の16第１項に規定する要件を備えていることを証する書類

・運転者就任承諾書兼就任予定運転者名簿〈様式第４号〉

・運転免許証の写し

・第二種運転免許を受けていない場合は、国土交通大臣が認定する講習の修了証の
写し等

ロ その他の変更に伴い内容が変更されることとなる書類

ハ 交通会議において協議が調っていることを証する書類〈様式第１－５号〉

ニ 登録証の写し

【関連書類】

○ 自家用有償旅客運送の変更登録の申請書〈様式第１－３号〉

○ 上記の添付書類

○ 登録証の写し

（７）軽微な事項の変更の届出（法第79条の７、規則第51条の13、通達316号）
軽微な事項の変更については、登録事項変更届出書（様式第１－４号）により届出を行うものとする。
この場合において、事務所ごとに配置する乗車定員11人未満の車両数が５両以上（乗車定員11人以上の自動車にあっては１両以上）となった場合にあっては、当該届出書に施行規則第51条の３第８号に定める運行管理の体制を記載した書類及び施行規則第51条の17第２項に定める運行管理の責任者の要件を備えていることを証する書類を添付するものとする。
１）軽微な事項

① 名称及び住所、代表者の氏名。
② 交通空白地有償運送及び福祉有償運送の双方を行っている運送者が、いずれかの有償運送を行わないこととする場合。
③ 路線又は運送の区域が減少する場合。
④ 事務所の名称及び位置。
⑤ 事務所ごとに配置する自動車の数及びその種類ごとの数。
⑥ 運送しようとする旅客の範囲が縮小する場合。
⑦ 事業者協力型自家用有償旅客運送に係る協力する一般旅客自動車運送事業者の指名若しくは名称又は住所(当該一般旅客自動車運送事業者の変更を伴わない場合に限る)。
２）添付書類

・通常の添付書類のうち、登録事項の変更に伴いその内容が変更されたもの。
・登録証の写し。
ただし、事務所ごとの配置車両数が５両以上（乗車定員11人以上の自動車にあっては１両以上）となった場合にあっては、下記の書類を添付するものとする。

・運行管理者が、運行管理者資格者証の交付を受けている等の要件を備えていることを証する書類。
・運行管理の体制等を記した書類〈様式第７号〉。
☆この場合、交通会議の合意を得る必要はないが、区役所等交通空白地有償運送担当を通して交通会議へも同様の書類を提出するものとする。

【関連書類】

○ 自家用有償旅客運送に係る登録事項変更届出書〈様式第１－４号〉

○ 上記の添付書類

○ 登録証の写し
（８）その他の変更（法第79条の８第２項、規則第633号）
１）収受する対価の変更

収受する対価を変更する場合は、交通会議の合意を得なければならない。

ただし、中部運輸局静岡運輸支局長へ届出をする必要はない。

２）その他の変更

その他下記のような変更については、変更内容が判る書類を遅滞なく区役所等交通空白地有償運送担当を通して交通会議へ提出するものとする。
　　・会員登録者数の変更

・運転者の変更

　　・管理運営体制の変更　等

（９）業務の廃止（法第79条の11）
運送者は、その業務を廃止したときは、その日から30日以内に中部運輸局静岡運輸支局長及び区役所等交通空白地有償運送担当を通して交通会議へ届出なければならない。

　　また、登録証の原本を中部運輸局静岡運輸支局長に返納しなければならない。

（１０）業務の停止及び登録の取り消し（法第79条の12第１項、通達316号）

　以下のいずれかに該当する場合には、国土交通大臣より、業務の全部若しくは一部の停止、又は登録の取り消しを受ける。

１）道路運送法、法に基づく命令、処分又は登録に付した条件に違反したとき。

２）不正の手段により、登録、有効期間の更新の登録、変更の登録を受けたとき。

３）登録の拒否の条件（P.18）のうち、以下に該当する場合

①申請者が一年以上の懲役又は禁錮の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を
受けることがなくなった日から二年を経過していない者であるとき。
②請者が運送業務に関し、成年者と同一の行為能力を有しない未成年者又は成年被後見人である場合において、その法定代理人が前号に該当する者であるとき。
③申請者が法人である場合において、その法人の役員が前三号のいずれかに該当する者であるとき。
④交通空白地有償運送の実施に必要な自動車の保有がなされていない場合。（使用権原が申請者にない場合を含む。）
⑤規定の要件を備える運転者の確保がなされていないと認められる場合。
⑥規定の運行管理の責任者の選任及び運行管理の体制の整備がなされていないと認められる場合。
⑦規定の整備管理の責任者の選任及び整備管理の体制の整備がなされていないと認められる場合。
⑧規定の事故が発生した場合の対応に係る責任者の選任及び連絡体制の整備がなされていないと認められる場合。
⑨規定の自動車の運行により生じた旅客その他の者の生命、身体又は財産の損害を賠償するための措置が講じられていないと認められる場合。

４）交通会議においての合意が、解除された場合。

（１１）登録の抹消（法第79条の13、規則第51条の27、通達316号）
以下の場合には、登録の抹消が行われる

・登録の有効期間が満了した場合

・業務の廃止の届出が行われた場合

・登録の取り消しを受けた場合

運送者は、登録の抹消が行われた場合、遅滞なく、登録証の原本を中部運輸局静岡運輸支局長に返納しなければならない。

■添付書類（新規登録、更新登録の申請に際して添付が必要な書類）

（規則第51の３、通達第316号）　

	１
	○法人等の定款（財団法人にあっては寄付行為）もしくは定款に準ずる書類

○登記事項証明書　　　　　　　　　　　　　（組織の基本的事項を定める書類）
○役員名簿（登記事項証明書にて役員が確認できれば不要(公示第９号)）もしくは

員名簿に準ずるものとして法人の役員に担当する権利能力なき社団の代表を定め

書類（いずれも団体規約等）※1
○認可地縁団体のみ規約及び地方自治法第260条の２第12項の証明書（「告示事項
証明書」）


	２
	○路線図

施行規則第51条の３第２号に定める路線図は、申請する路線に加え、一般乗合旅
客自動車運送事業の路線等、地域の公共交通の状況を記した路線図

	３
	法第79条の４第１～４号までのいずれにも該当しない旨を証する書類

○宣誓書　〈様式第３号〉　（法人等の代表者が役員を含めて宣誓することができる）

	４
	○交通会議において協議が調っていることを証する書類　
（交通会議より申請者に交付したもの、市町村が運送主体の場合は提出不要）

	５
	自家用有償旅客運送自動車についての使用権原を証する書類

○当該自動車の自動車検査証

○自動車の使用者と申請者との間で締結された契約書又は使用承諾書

（交通空白地有償運送を実施する間、使用権原及び運送に伴う責任が申請者にある
ことを定めたもの）

	６
	運転者が、規則第51条の16第１項に規定する要件を備えていることを証する書類

○運転者就任承諾書兼就任予定運転者名簿　〈様式第４号〉

○運転免許証の写し

○第二種運転免許を受けていない場合は、国土交通大臣が認定する講習の修了書の
写し等　(一年間の経過措置有り)

運転業務に関する委託を行っている場合にあっては、受託者の運転者が当該要件
を備えていることを要するものとする。

	７
	運行管理の責任者及び運行管理の体制を記載した書類

○運行管理の責任者就任承諾書　〈様式第６号〉

○運行管理の体制等を記した書類　〈様式第７号〉

（配置する自動車の数が、バスにあっては１両、普通乗用車にあっては５両以上と
なる事務所は、運行管理者資格証の写し等が必要、ただし一年間の経過措置有り）

なお、運行管理に関する委託を行っている場合にあっては、委託先の運行管理の

責任者も含めた運行管理の体制を記した書類、就任承諾書とする。

また、事業者協力型自家用有償旅客運送にあっては、運行管理の責任者は当該協

力事業者の運行管理者でなければならないものとする。

	８
	整備管理の責任者及び整備管理の体制を記載した書類

○運行管理の体制等記載した書類　〈様式第７号〉

　整備管理に関する委託を行っている場合にあっては、委託先の 整備管理の責任者
も含めた整備管理の体制を記した書類とする。
なお、整備管理に関する委託を行っている場合にあっては、委託先の 整備管理の
責任者も含めた整備管理の体制を記した書類とする。

また、事業者協力型自家用有償旅客運送にあっては、整備管理の責任者は、当該
協力事業者が選任する者でなければならないものとする。

	９
	事故が発生した場合の対応に係る責任者及び連絡体制を記載した書類

○運行管理の体制等記載した書類　〈様式第６号〉

 運行に関する委託を行っている場合にあっては、委託先も含めた連絡体制を記し
た書類とする。
なお、運行に関する委託を行っている場合にあっては、委託先も含めた連絡体制

を記した書類とする。

	10
	運行により生じた旅客その他の者の生命、身体又は財産の損害を賠償するための措
置を講じていることを証する書類

○契約申込書の写し、見積書等　国土交通大臣が告示で定める基準に適合する任意
保険等に計画車両全てが加入又は加入する計画があることを証する書類（様式第
８号）（事業者協力型自家用有償旅客運送を行う場合にあっては、様式第９号に
定める宣誓書）


※1 団体規約については変更に際し、構成員の一定以上の同意がある時に限る旨の定めがある等民主的な方法により作成・変更されるもの
登録時に必要とする書類

	１
	○交通空白地有償運送運営規程

	２
	○自動車登録簿　〈有償運送運行管理及び整備管理規程様式1〉


交通会議で必要とする書類

	１
	△施設の概要（地図、図面、パンフレット等）

	２
	△旅客から収受する対価を記載した書類


５．地域公共交通会議

（１）交通会議の目的（通達315号）

地域公共交通会議は、自家用有償旅客運送の必要性、旅客から収受する対価その他の自家用有償旅客運送を実施するに当たり必要となる事項を協議するため設置するものとする。運営協議会は、自家用有償旅客運送が地域住民の生活に必要な旅客輸送を確保し、もって地域福祉の向上に寄与するよう自家用有償旅客運送者に必要な指導・助言を行うよう努めるものとする。
（２）交通会議の構成員（規則第51条の８、通達315号）
①交通会議を主宰する浜松市長又はその指名する者
②バス、タクシー事業者及びその組織する団体

③住民又は利用者の代表
④中部運輸局静岡運輸支局長

⑤バス、タクシー事業者の運転者が組織する団体

⑥浜松市内において現に交通空白地有償運送を行っている特定非営利活動法人等

⑦学識経験者

　　⑧その他浜松市が必要と認める者

（３）協議を行うに当たっての具体的指針（通達315号）
①自家用有償旅客運送の導入に関する基本的な考え方

地域交通の検討に当たっては、まず既存のバス・タクシーといった交通事業者の活用を十分に検討する必要があるが、需要が希薄となり、従来の民間の交通事業者ではサービス提供が困難な場合においては、自家用有償旅客運送や互助による輸送等も含めて交通ネットワークのあり方を考えることが必要である。

１）交通空白地有償運送について

交通空白地有償運送の必要性が認められる場合とは、過疎地域や交通が著しく不便な地域において、バス、タクシー等の交通事業者による輸送サービスの供給量が、地域住民又は観光旅客を含む来訪者の需要量に対して十分に提供されていないと認められる場合、その他当該地域における営業所が存しない場合、営業所が遠隔地にあるため旅客の需要に的確に応じることが困難となっている場合など、実質的に交通事業者によっては当該地域の住民又は観光旅客を含む来訪者に必要な旅客輸送の確保が困難となっている状況にあると認められる場合又はそのような事態を招来することが明らかな場合などが想定されるが、具体的には地域の実情に応じて会議等において適切に判断されることが必要である。

導入の検討に当たっては、持続可能な移動手段の確保のため、当該地域における一般旅客自動車運送事業者の状況を踏まえつつ、法第79条の２第１項第５号に定める事業者協力型自家用有償旅客運送（一般旅客自動車運送事業者が、法第79条の２第１項第５号に掲げる運行管理及び施行規則第51条の２の２に掲げる車両整備管理について協力する自家用有償旅客運送。以下単に「事業者協力型自家用有償旅客運送」という。）の
導入についてもあわせて検討し、協議を行うことが望ましい。
２）運送の区域

運送の区域は、会議等を主宰する市町村長又は都道府県知事の管轄する区域のうち、
会議等において協議により定められた区域とするものとし、旅客の発地又は着地のいずれかが運送の区域にあることを要するものとする。

会議等が複数市町村の合同で主宰される場合又は都道府県によって主宰される場合の
運送の区域は、当該会議等の地域の全域とするのではなく、運送を必要とする者の居住地及び行動の目的地等に照らし合理的であり、かつ、当該団体の運行管理が適切かつ確実に実施されると認められる範囲の市町村を定めるものとする。

なお、当該市区町村の交通環境等の状況から、会議等の協議に基づき、運送の区域を市町村内の一部の地域に限定することができる。この場合において、運送の区域を見直す場合は、再度、会議等の協議を調える必要があるものとする。

② 旅客から収受する対価

自家用有償旅客運送において、旅客から収受しようとする対価が、施行規則第51条の15各号の規定及び関係通達（「自家用有償旅客運送者が利用者から収受する対価の取扱いについて」（平成18年9月15日付け国自旅第144号））の規定に基づき、適切な実費に基づく営利に至らない範囲で定められているものと認められること。この場合において、申請者に対し、旅客から収受する対価の額等について、議論のために必要となる資料の提出を求めるとともに、設定しようとする対価について、必要に応じ申請者から説明等を聴取するものとする。

③その他必要と認められる措置

会議等は、必要に応じ、以下に掲げる事項について、施行規則に定める要件が確保されているかどうか等に関し、確認するものとする。

（イ）運送しようとする旅客の範囲
（ロ）自家用有償旅客運送に使用する自動車の種類ごとの数
（ハ）運転者に求められる要件
（ニ）損害賠償措置
（ホ）運行管理の体制
（ヘ）整備管理の体制
（ト）事故時の連絡体制
（チ）苦情処理体制
（リ）その他必要な事項

■必要性を協議判断するために必要な資料

	提出者
	必要資料

	区役所等交通空白地有償運送担当
	地域の状況調書

・当該地域において輸送の対象となる住民の数

・バス・タクシーによる輸送状況

・ＮＰＯ等による輸送サービスの提供状況

・その他協議・判断を行うに当たって必要と認められる資料


（４）互助による運送との連携に関する事項

地域の持続可能な交通ネットワークの構築の観点から、地域の実情に応じた適切な乗合旅客運送の態様及び運賃・料金等に関する事項、自家用有償旅客運送の必要性及び旅客から収受する対価に関する事項の協議においては、交通事業者や自家用有償旅客運送と、互助による登録又は許可を要しない形態の運送との連携についても十分配慮した協議を行うことが必要である。
（５）交通会議の開催
１）開催回数

交通会議の開催回数については、年３回開催することを基本とする。

ただし、有償運送の登録、有効期間の更新の登録、変更登録の申請がない場合は、交通会議を延期することも可能とする。また、合意の解除など緊急を要する協議の必要が生じた場合については、その都度開催することができる。

２）交通会議の開催を必要とする場合

① 有償運送の登録（新規登録）

② 有効期間の更新の登録（更新登録）

③ 変更登録

④ 収受する対価の変更

⑤ 合意の解除について協議する場合
※更新の登録については、会長が、期間中、苦情、事故、管理体制等に特に問題が発生していないと判断した場合、文書等にて合意を得ることも可能とする。

３）公開について

交通会議は原則公開とするが、次の２点のいずれかに該当する場合は、会長は会議に諮って公開しないことができる。
・会議の円滑かつ公正な運営に支障が生じると認められるとき。

・個人情報を含む案件を取り扱うとき。

４）開催前について

交通会議開催に当り、以下の事項について、区役所等交通空白地有償運送担当が、事前調整、資料作成及び内容確認し、遅くとも交通会議開催の一ヶ月前には、事務局に提出しなければならない。

1 交通事業者との事前調整
② 資料の作成及び内容確認

・地域の状況調書の作成

・申請内容審査表の作成・内容確認　…　協議項目のポイントを整理した一覧表

・申請書類一式の内容確認

・その他交通会議の運営において必要なもの

以下の事項については、事務局である交通政策課が行う

③ 運輸支局との事前調整

④ 交通会議開催通知は一ヶ月前には行う

⑤ 交通会議の資料の送付は一週間前には行う

（６）交通会議（交通空白地有償運送について）審査手順


  






（７）協議書類
	提出者
	必要書類

	区役所等交通空白地有償運送担当
交通政策課
	①地域の状況調書

・当該地域において輸送の対象となる住民の数

・バス・タクシーによる輸送状況

・ＮＰＯ等による輸送サービスの提供状況

・その他協議・判断を行うに当たって必要と認められる資料

②申請内容審査表

	申請者
	①地域公共交通会議協議依頼〈地域公共交通会議様式第１号〉

②登録・更新登録の申請〈様式第１－１，２号〉

③施設の概要（地図、図面、パンフレット等）

④定款等の書類
⑤登記事項証明書

⑥役員名簿

⑦宣誓書（欠格事由）〈様式第３号〉

⑧運送の区域の地図

⑨当該自動車の自動車検査証

⑩自動車の使用者と申請者との間で締結された契約書又は使用承諾書

⑪運転者就任承諾書兼就任予定運転者名簿〈様式第４号〉

　※事業者協力型にあたっては宣誓書〈様式第５号〉

⑫運転免許証の写し

（第一種免許の場合は、国土交通大臣が認定する講習の修了書の写し等）

⑬保険の契約申込書の写し、見積書等

　※保険契約申込書等が添付できない場合は宣誓書〈様式第８号〉

　※事業者協力型における保険加入は宣誓書〈様式第９号〉

⑭旅客から収受する対価を記載した書類

⑮運行管理の責任者就任承諾書〈様式第６号〉

⑯運行管理の体制等を記した書類〈様式第７号〉

（場合によっては、運行管理者資格証の写し等）

⑰交通空白地有償運送運営規程
⑱自動車登録簿〈有償運送運行管理及び整備管理規程様式1〉

⑲登録証（更新登録の場合）

⑳規約及び地方自治法第260条の２第12項の証明書（告示事項証明書）
（認可地縁団体の申請時）　
㉑社団の代表者を定める書類（権利能力なき社団の場合）



※交通会議での協議に当たっては、個人情報保護の観点から、個人が識別されない範囲での情報で判断する。

（８）交通会議へ報告を求める事項

１）軽微な事項の変更

　　 下記の軽微な事項の変更をしたときは、登録事項変更届出書〈様式第２－４号〉を中部運輸局静岡支局長及び区役所等交通空白地有償運送担当を通して交通会議へ届出なければならない。
①名称及び住所、代表者の氏名

②交通空白地有償運送及び福祉有償運送の双方を行っている運送者が、いずれかの有償運送を行わないこととする場合

③運送の区域が減少する場合

④事務所の名称及び位置

⑤事務所ごとに配置する自動車の数及びその種類ごとの数

⑥運送しようとする旅客の範囲が減少する場合

⑦事業者協力型自家用有償旅客運送に係る協力する一般旅客自動車運送事業者の氏名若しくは名称又は住所(当該一般旅客自動車運送事業者の変更を伴わない場合に限る。)

２）速やかに報告するもの

以下のような事象が生じた場合は、速やかに区役所等交通空白地有償運送担当を通して交通会議へ報告しなければならない。

　 　①利用者からの苦情　　苦情処理簿〈参考様式第チ号〉

　　 ②事故等の状況　　　　事故の記録〈参考様式第ト号〉

　　 ③新たな運転者を登録した場合

　　 ④会員登録者数が申請時と比較し倍増した場合

　　 ⑤運行管理体制等を変更した場合

⑥業務を廃止した場合

３）定期的に報告するもの

運送者は、９月末、３月末の状況を、運行状況報告書〈地域公共交通会議様式第２－１～３号〉により、翌月の10日までに、区役所等交通空白地有償運送担当を経由して交通会議へ提出しなければならない。併せて、事故防止研修実施報告書〈地域公共交通会議様式第２－４号〉の提出も行うこととする。

（９）交通会議の役割（事故発生時等）

１）利用者等から苦情及び通報、事故、その他の連絡を受けた場合の連絡体制

 




　　　　　　　　　　　　　（必要があれば）


場合によっては、交通会議で対応を協議し、必要な指導を行う

２）静岡運輸支局との協議　　
以下の場合には、浜松市は静岡運輸支局に連絡を行い、連携を図り対応を協議するものとする。

・交通会議において必要な指導を行ったにもかかわらず当該運送者がこれに従わない場合

・交通会議において協議が調った事項に相違して運行を行っていると通報があった場合

・利用者からの苦情等のうち悪質と思われるもの

・死亡事故等の重大事故の発生等の連絡を受けた場合

６．各種様式、必要書類等
	様式名称
	様式番号
	①
	②
	③
	④
	⑤
	⑥
	⑦
	⑧
	
	

	
	
	交通会議への申請
	国への登録申請
	更新登録の申請
	変更登録の申請
	軽微な変更届出
	事故報告の届出
	苦情処理の届出
	定期報告
	運送にあたって整備するもの
	関連P

	交通会議開催依頼書
	交通会議様式第１号
	○
	
	
	
	
	
	
	
	
	22

	自家用有償旅客運送の登録の申請書
	様式第１－１号
	○
	○
	
	
	
	
	
	
	
	22

	宣誓書（欠格事由）
	様式第３号
	○
	○
	○
	
	
	
	
	
	
	3,23

	運転者就任承諾書兼就任予定運転者名簿
	様式第４号
	○
	○
	○
	
	
	
	
	
	
	9,26

	宣誓書（事業者協力型において事業者提出）
	様式第５号
	△
	△
	△
	
	
	
	
	
	
	5

	自動車登録簿
	有償運送運行管理及び整備管理規程様式1
	○
	○
	△
	
	
	
	
	
	○
	8,16

	運行管理の責任者　就任承諾書
	様式第６号
	○
	○
	○
	
	
	
	
	
	
	19

	運行管理の体制等を記載した書類
	様式第７号
	○
	○
	○
	△
	
	○
	○
	
	○
	19,20,21,26,27

	交通空白地有償運送運営規程
	参考例
	○
	○
	△
	△
	
	
	
	
	
	6,9

	添付書類
	Ｐ.30
	○
	○
	
	
	
	
	
	
	
	30

	交通会議で必要とする書類
	Ｐ.30
	○
	
	
	
	
	
	
	
	
	30

	地域公共交通会議等において協議が調ったことを証する書類
	様式第１－５号
	
	○
	○
	○
	
	
	
	
	
	26

	登録証の写し
	
	
	
	○
	○
	○
	
	
	
	
	18,23,26,27

	自家用有償旅客運送の更新登録の申請書
	様式第１－２号
	
	
	○
	
	
	
	
	
	
	24

	自家用有償旅客運送の変更登録の申請書
	様式第１－３号
	
	
	
	○
	
	
	
	
	
	27

	自家用有償旅客運送に係る登録事項変更届出書
	様式第１－４号
	
	
	
	
	○
	
	
	
	
	27

	安全な運転のための確認表
	参考様式第ハ号
	
	
	
	
	
	
	
	
	○
	17

	乗務記録
	参考様式第ニ号
	
	
	
	
	
	
	
	
	○
	17

	運転者台帳
	参考様式第ホ号
	
	
	
	
	
	
	
	
	○
	17

	運転者証
	参考様式第ヘ号
	
	
	
	
	
	
	
	
	○
	17

	事故の記録
	参考様式第ト号
	
	
	
	
	
	○
	
	
	○
	18,19

	乗務記録
	参考様式第リ号
	
	
	
	
	
	
	
	
	○
	18

	研修計画
	参考様式第ヌ号
	
	
	
	
	
	
	
	
	○
	18,19

	日常点検表
	参考様式第ル号
	
	
	
	
	
	
	
	
	○
	19

	苦情処理
	参考様式第チ号
	
	
	
	
	
	
	○
	
	○
	21

	運行状況報告書
	交通会議様式２号
	
	
	
	
	
	
	
	○
	
	18

	交通空白地有償運送に係る事業用自動車の持ち込み実績報告書
	様式第１－６号
	
	
	
	
	
	
	
	○
	
	7

	宣誓書（保険契約申込書等が添付できない場合）
	様式第８号
	
	△
	
	
	
	
	
	
	
	10

	宣誓書（事業者協力型における保険加入）
	様式第９号
	
	△
	
	
	
	
	
	
	
	10

	自家用有償旅客運送に使用する車両の一覧
	参考様式第イ号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	自家用有償旅客運送に従事する運転者の一覧
	参考様式第ロ号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


［参考資料］

「浜松市交通空白地有償運送ガイドライン」P.８（５）運転者、P.16（８）運行管理
運転者登録時の必要事項
	書類名称
	新規登録
	更新登録
	復職
	確認事項・備考

	
	一種
	二種
	一種
	二種
	
	

	運転免許証の写し
	○
	○
	○
	○
	○
	□年齢は77歳以下か

□免許の種類は一種か二種か

	講習修了書の写し等
	○
	‐
	‐
	‐
	○
	· 国土交通省が認定する講習を終了または

これに準ずるものとして大臣の認める要件を

備えているか

	運転記録証明書
	○
	‐
	○
	‐
	○
	· 違反点数は３点以下か

	運転者の登録について　（報告）
	○
	○
	‐
	‐
	‐
	新規運転者登録の際に提出するもの

	運転者の復職について　（報告）※
	‐
	‐
	‐
	‐
	○
	１～３点の違反を犯した運転手が運転を再開する際に提出するもの


※ここで、復職とは、一種免許を持つ登録者が１～３点の違反を犯した後、講習を受講し再び運転することを言う。４点以上の違反を犯した運転者については登録からはずれると考え、再び運転する際は新規運転者として登録する。

違反点数と運転者登録・運転の可否

	点数
	運転者登録
	運転（登録者）

	
	一種
	二種
	一種
	二種

	0
	登録可
	登録可
	運転可
	運転可

	1
	登録不可
	
	講習終了後、運転可
	

	2
	
	
	
	

	3
	
	
	
	

	4～


	
	
	運転不可

（新規登録が必要）
	


※一種免許を持つ登録者の違反点数については、点数制度を参考にする。

交通空白地有償運送と福祉有償運送の概要

	
	交通空白地有償運送
	福祉有償運送

	法令
	道路運送法第78条第２号に定める自家用有償旅客運送のうち、道路運送法施行規則第49条第１項第１号
	道路運送法第78条第２号に定める自家用有償旅客運送のうち、道路運送法施行規則第49条第１項第２号

	概要
	市町村やNPO法人等が、交通空白地において、当該地域の住民、観光旅客その他の当該地域を来訪する者の運送を行うもの。
	市町村やNPO法人等が、単独で公共交通機関を利用できない身体障害者等を対象に、原則、ドア・ツー・ドアの個別輸送を行うもの。

	運送

主体
	NPO法人など
	医療社会福祉法人など

	運送

対象
	当該市町村に在住する住民及びその親族、その他当該市町村に日常の用務を有する者を基本とし、当該地域の交通が著しく不便であることその他交通手段の確保を図ることが必要な事情があることを当該地域を管轄する市町村長が認めた場合には、当該区域への来訪者も対象とする。
	当該市町村の住民のうち施行規則第49条第１項第３号に規定する身体障害者等の移動制約者であって、当該市町村利用登録を行った者及び当該地域の交通が著しく不便であることその他交通手段の確保を図ることが必要な事情があることを当該地域を管轄する市町村長が認めた場合には、身体障害者等であって、利用登録されていない地域外からの来訪者等も対象とする。

	運送

区域
	交通空白地域その他これに類する地域、かつタクシーなどの公共交通がない。
	市の区域一部を単位とする。

	協議会
	浜松市地域公共交通会議
	浜松市福祉有償運送運営協議会

	事務局
	市役所交通政策課
	市役所福祉総務課


浜松市交通空白地有償運送ガイドライン





区役所まちづくり推進課・


行政センター











ＮＰＯ法人等








・必要性の調査


・申請内容の適格性の調査





交通空白地有償運送参入の意思表示





協議・調整　　運行要件合致





登録の申請書（案）作成


運送事業の準備





登録の申請書（案）の作成指導





書類のチェック


交通会議開催依頼・登録の申請書（案）・地域の状況調書の提出


交通会議へ出席・説明








交通会議開催依頼


登録の申請書（案）の提出





　交通会議事務局（市役所交通政策課）








交通会議へ出席・説明





交通会議の開催


（合意・条件付・持ち越し）





交通会議にて合意の場合


登録の申請書提出





・議事録作成・公表


・申請団体へ結果通知


（協議が調ったことを証する書類）





中部運輸局　静岡運輸支局





登録審査・登録　　登録証交付（登録番号・有効期間等）








【区役所まちづくり推進課・


行政センター】


・相談・受付・指導


・協議・事前調整


・交通会議提出書類の内容チェック


・違反、事故、苦情時の連絡





【市役所　交通政策課】


・相談、区役所等への指導





浜松市地域公共交通会議


【事務局　市役所交通政策課】





（制度創設の趣旨）





�





�





公共交通機関がないところから





公共交通機関があるところまで





公共交通機関で目的地まで
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公共交通


空白地
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公共交通機関に


乗り換える











【参考】持込み自動車の使用について


・地域資源の活用の観点で、ボランティア個人や地元企業、教育機関等が車検証上の使用者と


なっている車両を、変更登録手続きをせずに自家用有償旅客運送に持ち込んで使用することが可能。


・こうしたいわゆる持込み車両については、自家用有償旅客運送を実施する間は実施主体がその自動車の使用権原を有していることが必要。自動車の使用者との使用承諾書等を交わすこととなる。


・自家用有償旅客運送は自家用車を用いて運送を行うことが原則であるが、運送事業者（バス、タクシー、貨物等）に運行を委託する場合は、必要に応じて当該運送事業者が保有する事業用自動車を持込んで使用することも可能。この場合も、自家用有償旅客運送を実施する間は、


実施主体がその自動車の使用権原を有していることが必要。また、当該運送事業者の運行計画や事業計画に支障がないように配慮することも必要。





【例】料金を１km当たり100円の距離制に設定し、５km運送した場合、いずれも運送主体に支払われる料金は、500円です。








Aさん　乗車





Aさん　降車





Aさん、Bさん　乗車





Aさん、Bさん　降車





Aさん　乗車





Bさん　乗車





Aさん、Bさん　降車





Aさん、Bさん　乗車





Aさん　降車





Bさん　降車





【例】一人当たりア地点～イ地点まで100円、イ地点～ウ地点まで200円に設定した場合、運送主体に支払われる料金は、利用人員、利用区間によって変わる。








ウ地点





イ地点





ア地点





200円/人 区間





100円/人 区間





一運行の


収入





Aさん　乗車





Aさん　降車





300円





Aさん　乗車





Bさん　乗車





Aさん、Bさん　降車





500円





Aさん、Bさん　乗車





Aさん　降車





Bさん　降車





400円





・運送者の名称


・「有償運送車両」の文字


・登録番号　中静交第　○○○　号








１　区役所等交通空白地有償運送担当課からの説明【１～２分】


　　地域の状況調書により、公共交通機関による輸送サービスが確保できないと判断し、交通空白地有償運送が必要であると区役所等交通空白地有償運送担当が認めた理由を説明する。








２　申請団体からの説明【５分程度】


　　有償運送の必要性、収受する対価、有償運送の活動内容について説明する。











３　委員からの質問


　　申請団体からの説明を受けて、不明な点等を申請団体に質問する。基本的には申請団体が回答することになるが、必要に応じて区役所等交通空白地有償運送担当に補足説明を求めることもできる。








４　審査（非公開…申請者及び傍聴者は退室）


　　あらかじめ、区役所等交通空白地有償運送担当において作成した※審査表を基に審査する。


　　申請内容に問題がない場合は「①合意」、軽微な不備はあるものの、申請内容に大きな問題がない場合は「②条件付き合意」、合意が得られない場合は「③次回持ち越し」とする。





　　　※審査表…「浜松市交通空白地有償運送ガイドライン」で示す条件及び申請団体から提出された申請書の内容を照合したもの





《１》審査表により内容を審査する。


《２》会長は委員へ総体的な意見を求める。


《３》会長は委員からの意見を参考に、結論を出す。


　　　　


合意に賛成





①合意





合意に反対意見有





多数決





賛成多数





反対多数





②条件付き合意





③次回持ち越し





・不足している必要書類を添付する。


・書類の一部を○○から△△に変更する。





区役所等交通空白地有償運送担当





市役所　交通政策課





交通会議（事務局：交通政策課）





中部運輸局　静岡運輸支局





交通会議
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